
 

平成３０年６月定例会提出議案概要（記者発表資料） 

 

１ 招集告示日   平成３０年５月２８日 

２ 招 集 日   平成３０年６月４日 

３ 提出議案件数  ２４件 

           予 算  ３件 

           条 例  ６件 

           その他 １５件 

４ 議案等件名 

議案第５９号 西条市税条例の一部を改正する条例の専決処分 

について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

議案第６０号 平成３０年度西条市一般会計補正予算（第３回） 

について 

議案第６１号 平成３０年度西条市公共下水道事業特別会計補 

正予算（第１回）について 

議案第６２号 平成３０年度西条市水道事業会計補正予算（第 

１号）について 

議案第６３号 財産の取得について ・・・・・・・・・・・・・  ２ 

議案第６４号 権利の放棄について ・・・・・・・・・・・・・  ３ 

議案第６５号 新たに生じた土地の確認について ・・・・・・・  ４ 

議案第６６号 字の区域の変更について ・・・・・・・・・・・  ５ 

議案第６７号 土地改良事業の施行について ・・・・・・・・・  ６ 

議案第６８号 西条市景観条例について ・・・・・・・・・・・  ７ 

議案第６９号 西条市税条例等の一部を改正する条例について ・  ８ 

議案第７０号 西条市国民健康保険税条例の一部を改正する条 

例について ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

議案第７１号 西条市放課後児童健全育成事業の設備及び運営 

に関する基準を定める条例の一部を改正する条 

例について ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

議案第７２号 西条市介護保険条例の一部を改正する条例につ 

いて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 

議案第７３号 西条市指定地域密着型サービスの事業の人員、 

設備及び運営に関する基準等を定める条例の一 

部を改正する条例について ・・・・・・・・・・ １３ 

議案第７４号 工事請負契約の締結について ・・・・・・・・・ １４ 

 

別 

冊 



 

報告第 １ 号 平成２９年度西条市繰越明許費繰越計算書につ 

いて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 

報告第 ２ 号 西条市土地開発公社の経営状況について ・・・・ １６ 

報告第 ３ 号 公益財団法人佐伯記念育英会の経営状況につい 

て ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

報告第 ４ 号 株式会社西条産業情報支援センターの経営状況 

について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

報告第 ５ 号 交通事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定の 

専決処分について ・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

報告第 ６ 号 交通事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定の 

専決処分について ・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

報告第 ７ 号 交通事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定の 

専決処分について ・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

報告第 ８ 号 権利の放棄について ・・・・・・・・・・・・・ ２２ 
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議案第５９号  西条市税条例の一部を改正する条例の専決処分について 

 

（市民税課・資産税課・納税課） 

 

１ 提出の理由 

  地方税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号）等が公布され、

その一部が本年４月１日から施行されることとなったため、西条市税条例の

一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１７９条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定に基づき

これを報告し、承認を求めるものである。 

 

２ 概要 

(1) 固定資産税に係る改正 

課税標準額が一定水準に達すると税負担が据え置かれる現行の措置につ

いて、期間を平成３０年度から平成３２年度まで３年間延長する。 

(2) 法人市民税に係る改正 

法人市民税の延滞金は、通常、法定納期限の翌日から実際の納付日まで

の日数に応じて計算するものであるが、今回の改正は、納期限延長の場合

の延滞金について、申告後に減額更正され、その後更に増額更正等があっ

た場合には、増額更正等により納付すべき税額のうち延長後の申告期限前

に納付されていた部分は、その納付されていた期間を控除して計算するも

のである。 

 

３ 施行期日 

平成３０年４月１日 
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議案第６３号  財産の取得について 

 

（契 約 課） 

 

１ 提出の理由 

財産を取得するため、西条市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例（平成１６年西条市条例第４８号）第３条の規定により、

議会の議決を求めようとするものである。 

 

２ 概要 

(1) 品名 

化学消防ポンプ自動車Ⅱ型（西消防署配備） 

(2) 取得金額 

６８，３６４，０００円 

(3) 取得相手方 

松山市西垣生町８１５番地の２ 

株式会社音次商会 

代表取締役 中 矢 誠 二 
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議案第６４号  権利の放棄について 

 

（農業水産課） 

 

１ 提出の理由 

  権利の放棄について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第１０号の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

２ 放棄する権利の種類 

  西条市が愛媛県漁業信用基金協会のその他一般資金に係る保証業務に必要

な資金を充てるべきものとして出資している出資金に係る払戻請求権 

 現 在 左欄のうち放棄分 

出資口数 ９７口 ３２口 

出資金額 ４，８５０，０００円 １，６００，０００円 

 

３ 放棄の理由 

愛媛県漁業信用基金協会の財務内容を改善し、その信用及び保証能力の向

上を図り、もって県内中小漁業者の金融の円滑に資するため。 

 

４ 放棄により利益を受ける者 

松山市二番町４丁目６番地２ 

愛媛県漁業信用基金協会 

理事長 大 城 一 郎 
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議案第６５号  新たに生じた土地の確認について 

 

（港湾河川課） 

 

１ 提出の理由 

  新たに生じた土地の確認について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９条の５第１項の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

２ 概要 

  平成３０年３月３０日付けで公有水面埋立工事のしゅん功認可を受けた、

西条市大新田２７５番の地先に造成された面積３６，７２２．７７平方メー

トルの土地が、西条市の地域であることの確認を行うものである。 



5 

議案第６６号  字の区域の変更について 

 

（港湾河川課） 

 

１ 提出の理由 

  愛媛県及び西条市が埋立てを行った３６，７２２．７７平方メートルの土

地を、「新たに生じた土地」として確認後、区域を設定する必要があり、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、議会の

議決を求めるものである。 

 

２ 概要 

  新たに生じた土地を、隣接地である「大新田」の区域に編入しようとする

ものである。 
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議案第６７号  土地改良事業の施行について 

 

（農林土木課） 

 

１ 提出の理由 

  西条市飯岡戻川地区における愛媛県単独土地改良事業の実施に当たり、土

地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第２項の規定により、

議会の議決を求めるものである。 

 

２ 概要 

(1) 地区名 

西条市飯岡戻川地区 

(2) 工種 

かんがい排水（揚水施設） 

(3) 事業費 

５，４００，０００円 

(4) 受益面積 

１１．５ヘクタール 

(5) 事業概要 

ア 施行年度 

平成３０年度（単年度） 

イ 施設概要 

水中ポンプ（口径１５０ミリメートル） １台 
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議案第６８号  西条市景観条例について 

 

（都市計画整備課） 

 

１ 提出の理由 

  景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）の施行及び法の

規定に基づき本市が平成３０年３月１６日に策定した西条市景観計画に関

し必要な事項を定めるため、所要の条例を制定するものである。 

 

２ 概要 

(1) 市長は、景観計画において、定めている景観区域のうち、良好な景観の

形成を特に推進することが適当と認める区域を景観形成重点地区と定める

ことができる。 

(2) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に

基づき、西条市景観審議会を置くこととし、併せて同審議会の所掌事務を

定める。 

(3) 景観法の規定により、届出の対象となる建築物の新築、工作物の新設、

開発行為等の行為のうち、景観計画に基づき、本市においては、届出を要

しない行為を定める。 

(4) 景観法の規定による勧告をしようとする場合において、必要があると認

めるときは、西条市景観審議会の意見を聴くものとする。 

 

３ 施行期日 

  平成３０年１０月１日 
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議案第６９号  西条市税条例等の一部を改正する条例について 

 

（市民税課・資産税課） 

 

１ 提出の理由 

  地方税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号）等が公布され

たことに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 

 

２ 概要 

(1) たばこ税の見直し 

ア 市町村たばこ税の税率を平成３０年１０月１日から３段階で引き上げ

る。 

【税率：1,000 本当たり】 

 現 行 H30.10.1 H32.10.1 H33.10.1 

市町村たばこ税 5,262 円 5,692 円 6,122 円 6,552 円 

 

イ 加熱式たばこの課税方式の見直し 

加熱式たばこは、現在、製品重量１グラムを紙巻たばこ１本に換算し

て課税されているが、新たに「重量」と「価格」を紙巻たばこの本数に

換算する方式に変更する。 

なお、課税方式の見直しについては、平成３０年１０月１日から実施

し、５年間かけて段階的に移行する。 

(2) 特定法人の法人市民税に係る電子申告の義務化 

資本金１億円超の普通法人等に対して、法人の市民税の電子申告を平成

３２年４月１日から義務化 

(3) 個人所得課税の見直し 

   給与所得控除・公的年金等控除からの基礎控除への振替等に伴う個人市

民税の非課税基準の引上げ等を平成３３年１月１日から実施 

(4) 固定資産税に関する改正 

   生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号。革新的事業活動によ

る生産性の向上の実現のための臨時措置法）が制定されたことから、同法

の施行の日から平成３３年３月３１日までの間において市の計画に適合し

取得される中小事業者の先端設備等に係る固定資産税について、最初の３

年間、課税標準額を零とする。 
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議案第７０号  西条市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

（市民税課） 

 

１ 提出の理由 

地方税法施行令等の一部を改正する政令（平成３０年政令第１２５号）が

施行されたことに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 

 

２ 概要 

(1) 国民健康保険税の基礎課税額の限度額を、５４万円から国が示す限度額

基準の５８万円に引き上げる。 

区 分 
課 税 限 度 額 

改正案 現 行 

基礎課税額 ５８万円 ５４万円 

後期高齢者支援金等課税額 （現行どおり） １９万円 

介護納付金課税額 （現行どおり） １６万円 

(2) 国民健康保険税の軽減措置における軽減判定所得の引上げ 

ア ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者

の数に乗ずべき金額を現行の２７万円から２７万５，０００円に引き上

げる。 

イ ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者

の数に乗ずべき金額を現行の４９万円から５０万円に引き上げる。 

区 分 
軽減対象世帯の判定基準 

改正案 現 行 

７割軽減世帯 （現行どおり） 世帯の合計所得≦330,000円 

５割軽減世帯 

世帯の合計所得≦330,000円

＋275,000 円×（被保険者数

＋特定同一世帯所属者※数） 

世帯の合計所得≦330,000円

＋270,000 円×（被保険者数

＋特定同一世帯所属者※数） 

２割軽減世帯 

世帯の合計所得≦330,000円

＋500,000 円×（被保険者数

＋特定同一世帯所属者※数） 

世帯の合計所得≦330,000円

＋490,000 円×（被保険者数

＋特定同一世帯所属者※数） 

※特定同一世帯所属者…後期高齢者医療制度への移行に伴い国民健康保険の

被保険者の資格を喪失した者であって、その後継続

して同一の世帯に属するもの 
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３ 施行期日等 

(1) 施行期日 

公布の日 

(2) 適用区分 

改正後の条例の規定は、平成３０年度以後の国民健康保険税について適

用する。 
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議案第７１号  西条市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す    

る基準を定める条例の一部を改正する条例について 

（子育て支援課） 

 

１ 提出の理由 

「平成２９年の地方からの提案等に関する対応方針（平成２９年１２月 

２６日閣議決定）」において、放課後児童支援員の資格要件が拡大されたこ

とを受けて、厚生労働省令の一部が改正されたことに伴い、所要の条例改正

を行おうとするものである。 

 

２ 概要 

放課後児童支援員の資格要件のうち、教諭資格について、教育職員免許法

に規定する免許状を有する者に改める。 

また、資格外のものについて、５年以上放課後児童健全育成事業に従事し

た者であって、市長が適当と認めたものを加えようとするものである。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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議案第７２号  西条市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

（高齢介護課） 

 

１ 提出の理由 

介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３８条第１１項及び介

護保険の国庫負担金の算定に基づき、第１号被保険者の保険料率について、

所要の条例改正を行おうとするものである。 

 

２ 概要 

西条市介護保険条例（平成１６年西条市条例第１３７号）第４条第１項第

１号に該当する者の介護保険料を、次のとおり引き下げる。 

(1) 該当する者 

  ・生活保護受給者 

・老年福祉年金受給者で世帯全員が市民税非課税の者 

・世帯全員が市民税非課税で、前年の課税年金収入額と合計所得金額の合

計が８０万円以下の者 

(2) 引下げ額等 

 改正後 現 行 

介護保険料 

（年額） 
３３，１００円 ３６，８００円 

対現行額比 △３，７００円 － 

対年額基準額 

（73,600 円）比 
約５％の引下げ － 

引下げ期間 平成３０～３２年度 － 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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議案第７３号  西条市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び 

運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

について 

（高齢介護課） 

 

１ 提出の理由 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成

１８年厚生労働省令第３４号）が改正されたことに伴い、所要の条例改正を

行おうとするものである。 

 

２ 概要 

 深刻化する介護人材不足を解消する手立てとして、以前から実施されてい

る「介護職員初任者研修」に加えて、研修時間を短縮した「入門的研修」が、

平成３０年度に、新しく導入された。 

ただし、当該研修の導入後においても、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護及び指定夜間対応型訪問介護で訪問サービスを提供する訪問介護員等

については、従来どおり「介護職員初任者研修」の修了者とすることとされ

ていることから、その旨に関する文言を加える。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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議案第７４号  工事請負契約の締結について 

 

（契 約 課） 

 

１ 提出の理由 

  西教総工第１号氷見公民館整備事業の内建築主体工事について、請負契約

を締結するため、西条市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（平成１６年西条市条例第４８号）第２条の規定により、議会

の議決を求めるものである。 

 

２ 概要 

(1) 工事番号 

西教総工第１号 

(2) 工事名 

氷見公民館整備事業の内建築主体工事 

(3) 契約金額 

１８８，７８４，０００円 

(4) 契約の相手方 

西条市朔日市８９２番地 

株式会社宮嶋組 

代表取締役 宮 嶋 幸 雄 
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報告第１号  平成２９年度西条市繰越明許費繰越計算書について 

 

（財 政 課） 

 

１ 提出の理由 

繰越明許費を設定している事業について、平成３０年度へ予算繰越の措置

をしたので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２

項の規定により、議会に報告するものである。 

 

２ 繰越明許費繰越予算の概要 

【一般会計】 

○繰越明許費 １７事業の合計 
 

繰 越 額 １，４２２，４９５，０００円 

充当財源  

国庫支出金 ３１５，３８５，０００円 

県支出金 １３３，０３６，０００円 

市債 ７７３，２００，０００円 

分担金 ８，２１０，０００円 

一般財源（繰越金） １９２，６６４，０００円 

 

【公共下水道事業特別会計】 

○繰越明許費  ２事業の合計 
 

繰 越 額 ９６，２０５，０００円 

充当財源  

国庫支出金 ４１，６８６，０００円 

市債 ５０，９００，０００円 

一般財源（繰越金） ３，６１９，０００円 
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報告第２号  西条市土地開発公社の経営状況について 

 

（用 地 課） 

 

１ 提出の理由 

西条市土地開発公社の経営状況について、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４３条の３第２項の規定により、議会に報告するものである。 

 

２ 西条市土地開発公社の経営状況の概要 

 

 (1) 平成２９年度決算関係 

 

 

 

 

 

 (2) 平成３０年度予算関係 

 収益的収入及び支出予算 ５５９，０００円 

資本的収入及び支出予算 収入 ０円 

支出 ０円 

  

資金計画 受入 ７，９０８，０００円 

支払  ７，１７３，０００円 

 

 事業報告書 

財産目録 

貸借対照表 

損益計算書等  
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報告第３号  公益財団法人佐伯記念育英会の経営状況について 

 

（社会教育課） 

 

１ 提出の理由 

公益財団法人佐伯記念育英会の経営状況について、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、議会に報告するもの

である。 

 

２ 公益財団法人佐伯記念育英会の経営状況の概要 

 

 (1) 平成２９年度決算関係 

 事業報告書 

正味財産増減計算書 

貸借対照表 

財産目録 

監査報告書 

 

 (2) 平成３０年度予算関係 

 経常収益 ２３，６１０，０００円 

経常費用 １７，７３９，２０８円 

差引（損益） ５，８７０，７９２円 
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報告第４号  株式会社西条産業情報支援センターの経営状況について 

 

（産業振興課） 

 

１ 提出の理由 

株式会社西条産業情報支援センターの経営状況について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、議会に報告す

るものである。 

 

２ 株式会社西条産業情報支援センターの経営状況の概要 

 

(1) 平成２９年度決算関係 

 事業報告 

貸借対照表 

損益計算書 

販売費及び一般管理費 

株主資本等変動計算書 

個別注記表 

決算監査意見書 

 

(2) 平成３０年度予算関係 

 収入予算 ７２，６３８，０００円 

支出予算 ７１，９７９，０００円 

差引（損益） ６５９，０００円 
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報告第５号  交通事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定の専決処分    

について 

（総 務 課） 

 

１ 提案理由 

交通事故に伴う和解及び損害賠償の額を決定することについて、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により次のとおり専

決処分したので、同条第２項の規定に基づき議会に報告するものである。 

 

２ 概要 

和解の内容等 

(1) 損害賠償の額 

   車両の損害に係る額 金２５１，４５７円 

(2) 支払等 

   公益社団法人全国市有物件災害共済会から支払われる自動車損害共済金

額の範囲内で相手方に支払う。 

(3) 双方とも、その余一切の異議・請求の申立てをしない。 
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報告第６号  交通事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定の専決処分    

について 

（総 務 課） 

 

１ 提案理由 

交通事故に伴う和解及び損害賠償の額を決定することについて、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により次のとおり専

決処分したので、同条第２項の規定に基づき議会に報告するものである。 

 

２ 概要 

  和解の内容等 

(1) 損害賠償の額 

  車両の損害に係る額 金１０３，７６６円 

(2) 支払等 

  公益社団法人全国市有物件災害共済会から支払われる自動車損害共済金

額の範囲内で相手方に支払う。 

(3) 双方とも、その余一切の異議・請求の申立てをしない。 
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報告第７号  交通事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定の専決処分    

について 

（健康医療推進課） 

 

１ 提案理由 

交通事故に伴う和解及び損害賠償の額を決定することについて、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により次のとおり専

決処分したので、同条第２項の規定に基づき議会に報告するものである。 

 

２ 概要 

  和解の内容等 

(1) 損害賠償の額 

  車両の損害に係る額 金９６，４００円 

(2) 支払等 

  公益社団法人全国市有物件災害共済会から支払われる自動車損害共済金

額の範囲内で相手方に支払う。 

(3) 双方とも、その余一切の異議・請求の申立てをしない。 
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報告第８号  権利の放棄について 

 

（水道業務課） 

 

１ 提出の理由 

西条市債権管理条例（平成２８年西条市条例第１号）第１６条の規定によ

り権利を放棄したので、同条例第１７条の規定により、議会に報告するもの

である。 

 

２ 概要 

  水道使用者が死亡等の理由により、時効の援用がなされず累積している水

道料金債権があり、回収が著しく困難又は不能となっていることから、債権

の放棄をしたものである。 

(1) 上水道料金債権 

   件数 ８件 

   金額 １０３，８３７円 

(2) 簡易水道料金債権 

   件数 １件 

   金額 １７，８６５円 

 


